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4．　おわりに
1．はじめに
　本稿は、Laurent　Leksellの『多国籍企業の本社・子会社の諸関係』“Headquarter－Subsidiary
Relationships　in　Multinational　Corporations”という著書1）を中心とする、多国籍企業の内部組
織（intra－organization）セこ関する一研究である。多国籍企業の組織構造（organizational　structure）
に関する研究には、G。　H．　Clee＝A．　D．　Scipioによる多国籍企業の国内志向と国際志向の組織構造
に関する研究2）、G．　H．　Clee＝W．　M．　Sachtjenによる多国籍企業の基本的組織構造の類型分類に関
する研究3）、そしてJ．M．　Stopford；L．　T，　Wellsによるプロダクト・サイクル識こ基づく組織構造
論の展開4）など多数の業績があり5）、枚挙に邊が無い。しかしながら、多国籍企業の内部組織間関係
（intra－organizational　relationships）の性格についての体系的、実際的な把握はあまりなされてい
ない6）。すなわち、多国籍企業内部に生じる継続的なマネジメント・プロセスの本質に関する研究
は、未だ十分になされないのが現状であるといえる。
　組織構造論の展開とは異った研究として、近年の比較管理論や組織理論などの最新の成果を適用し
た、多国籍企業の管理組織論が出てきている7）。　これは、多国籍企業の内部で、内部政策がどのよう
に遂行されるか、また、本社・子会社の関係がどのように管理されているか、調整やコントP一ルが
どのように処理、実行されているか、という問題に応じようとするものである。このような多国籍企
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業内部の内的職能遂行（internal　functioning）の把握なしに、多国籍企業行動の理解はもとより、
それへの対処もできないであろう。
　本稿で取り上げるLekse11の著書『多国籍企業の本社・子会社の諸関係』は、多国籍企業の組織
を複合組織（complex　organization）という視点で捉えて、多国籍企業の内部組織間関係（intra－
organizational　relationships）を解明しようとしている8）。それは、多国籍企業が海外子会社の調
整とコントロールのために、どのような手段を用いているか、またどんな管理過程を採っているか
一を分析、叙述、理解しようとする研究である。Leksellは、多国籍企業の内部組織を考察するだ
けでなく、この研究によって、理論の実証に代わる、体系的観察と経験的データの叙述とを通じ、新
しい理論の構築を企図している9）。それは、多国籍企業の関わる社会現象を叙述、説明する理論的枠
組みを構成しようとする研究である。
　本稿の目的は、それゆえに、多国籍企業の内部組織に関するLeksel1の分析枠組み、特に多国籍
企業の複合組織論がどのような内容かを明らかにし、多国籍企業の内部組織間関係に関する今後の研
究を助長する手掛りを見い出すことにある。
2．多国籍企業研究へのオープン・システム論の適用
　多国籍企業の行動原理を説明する理論は、J．フェアウェザーに代表される経営資源移転論10）、　R．ヴ
ァーノンを中心とするプロダクト・サイクル論11）、F．　T．ニッカーボッカーによる寡占的反応行動
論12）、スティーブ・ハイマーとmバート・ローソンならびにC．P，キンドルバーガーなどの相互浸透
論13）、そしてレーニンやヒルファディングに依拠する資本輸出論t4）の5者に分類できよう15）。5者の
多国籍企業論は、もっぱら企業論としての経済学的論理であるか、経営学における企業理論である。
何よりも、多国籍企業現象という国際的事象の性格から、国際経済学における企業の国際行動に関す
る説明理論である。5者のうちでも、経営資源移転論とプロダクト・サイクル論は、経営学あるいは
経営管理論の立場からする研究でもあり、その成果16）も少なくない。経営資源移転論、プロダクト・
サイクル論、寡占的反応行動論、相互浸透論、資本輸出論が、経済学、経営学あるいは国際経済学の
いずれに属する多国籍企業論であるかは別としても、ここにいずれの多国籍企業論とも異った、新し
い多国籍企業論としてオープン・システム論を適用した多国籍企業論を追加してもいいのではないだ
ろうか。比較管理論や国際経営理論をめぐる多国籍企業現象が、経営学の研究対象とされながらも、
理論的説明は従来の経営学理論から切り離され、むしろ新しい現象として経営資源移転論やプロダク
ト’サイクル論によって展開された傾向がある。それゆえに、Leksellのオープン・システム論とし
ての多国籍企業論は、特筆に価すると考えられる。
　システムは、区別できる機能や目標を有する属性を持った、関連諸目的の1集合として定義される。
一般システムは、サブシステムあるいは構成要素に分解することによって、理論的特性を示される。
全体システムをサブシステムに分解して、組織間関係の諸側面を研究する方法が取られる。ここでの
サブシステムはコントロール・システム（control　systems）あるいはコントロール手段（control
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instrument）によって構成されている17）。
　多国籍企業の実証分析データの叙述と分析のために適用されるシステムは、オープン・システム
でもある。オープン・システム（open　systems）は、一定の独特な性質を持っている。オープン・
システムは、システムの境界の外に、ある種の継続的な交換（continuous　exchange）を行う環境
（environment）を有している。システムの生存（survival）と継続とは、環境と関係する、あるい
は環境に適合する能力に依存している。環境からのフィードバックは、環境が要求し、あるいは期待
するものからの乖離を修正するために必要である18）。
　各コントロール・システムの環境は、サブシステムの構造と機能を理解するために分析されなけれ
ぽならない。この環境は、多国籍企業の境界の外にある関連する外部諸側面（relevant　external
dimensions）並びに、多国籍企業の関連する内部諸側面（relevant　internal　dimensions）とから
なるもう一つのサブシステムを有する。外部環境（external　environment）は、企業の境界内にお
ける何らかの側面やサブシステムを通して、直接あるいは間接に対象となる特定のサブシステムに影
響するかもしれない。環境は、多国籍企業によって使用される調整とコントロールの手段やプロセス
のコンテクスト（context）である19）。
　また、オープン・システムは、等合目的性（equifinality）の性質を持っている。オープン・シス
テムは、システムが様々の異った手段によって、異った初期条件（initial　conditions）から同一の
最終状態に到達することを意味する、等合目的性の原理（principle　of　equifinality）によって特徴
づけられる20）。
　結果的に、特定のコントロール・システムの構造と機能は、異った多国籍企業のあいだでは、違っ
ているだろう。それゆえに、異った多国籍企業のあいだの差異のために、因果関係的解釈は存在しな
いだろう。
　システム的考察が重要であるのは、いくつかの理由がある。第1に、システム思考は、多国籍企業
を上位システム（supra－system）として見て、それをサブシステム、ここではコントロール・シス
テムに分解する。各々のコントロール・システムは、コントロールの手段とプPセスとの集合体とし
て認識される。各サブシステムは機能、構造とプロセスの観点から述べられる。第2に、オープン・
システムの場合に、調整とコントロールの手段とプロセスは、変化する環境状況や他のコントロール
・システムの変化に、継続的に適合するということが、明らかに知られている。それは、多国籍企業
の内部と外部とにおいて、コントロール・システムの作用の仕方に影響する適切な状況、それと多国
籍企業が条件的に関係している適切な状況とを認識しようとする試みである。異ったサブシステムの
あいだの諸関係とそれらの各々の属性は、概念的に考察できる。第3に、等合目的性の原理は、各々
のコントロール・システムの静態と動態が与えられないが、構造と機能の観察可能な差異が存在する
ことを含意している21）。
　反面で、オープン・システム思考はマイナスの特質を持っている。システム理論における1概念
は、何らかの特性を持つあらゆる現象に適用可能であるという側面がある。その意味で、システム思
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考は論理的に無意味と考えられよう。また、オープン・システムの関連する環境と境界は、研究対象
の定義に依存するけれども、決定するのが困難である。
　このような欠点にもかかわらず、Leksellはオープン・システムが多国籍企業の研究にとって有効
な概念的分析用具だと評価している22）。
　Leksellは、多国籍企業の実証分析データの理解と概念構成に使用する要素として、次の3者を用
いている23）。
　その第1は、複合組織の理論（theory　of　complex　organizations）であり、とりわけ組織のコンテ
ィンジェンシー理論（contingency　theory）である。第2の要素は、経営戦略の実証分析（research
on　business　strategy）であり、企業の成長やその成長の戦略的、組織的な帰結である。第3の要素
は、組織的コントロールの実証分析（research　on　organizational　control）である。
　複合組織理論は、組織的コントロールや調整を要請する諸力を認識するのに役立つ。さらに、複合
組織理論は組織的コンテクスト（organizational　context）が多国籍企業の海外子会社の調整とコン
トロールの手段とプロセスとに影響する仕方を一層鮮明にする。
　しかしながら、複合組織理論には大きな欠陥がある。それは複合組織理論が本来静態的（static）で
あるからである。本社・子会社間関係は性質上動態的（dynamic）である。そこで、組織的成長と全
社戦略が、組織間関係に影響すると考えられる。そして、全社戦略は組織間関係のコンテクストの一
部をなしている。経営政策の主要な実証分析は、海外子会社のコントロールと調整の要請と形態とに
有用な考察をもたらすと考えられる。
　複合組織理論と経営戦略の研究は、本社・子会社間関係のコンテクストを詳述し、組織的コントロ
ールの研究は、組織間関係を管理するために用いられる、特定の手段やプロセスに焦点を合せてい
る。そして、組織的コントロールの研究は、社会学的、組織的、そして管理的視野を使用する、研究
の異った枠組みを統合する24）。
　Leksellは、オープン・システム論を基礎に、多国籍企業の上位システムを、コントロール・シス
テムないしコントロール手段というサブシステムに分解し、多国籍企業の内部組織間関係を展開しよ
うとする。本社・子会社間関係という多国籍企業の内部組織間関係は、複合組織理論、経営戦略の研
究、そして組織コントロールの研究の3者によって構成される分析枠組みを内容としている。ここで
は、静態的視角としての本社・子会社間関係のコンテクストに関する、多国籍企業の複合組織理論に
ついてだけを対象とする。
3．多国籍企業の複合組織論
　Leksellによる多国籍企業のコンテクストと海外子会社の調整とコントロールの要請や形態との可
能な相互関係の枠組みは、複合組織論、経営戦略の研究、そして組織コントn一ルの研究の3支柱に
よって構成されているが、ここで取り上げる複合組織論は、組織の構造とプロセスの背後にある主要
な諸力を認識する手段であり、多国籍企業の環境を分析し、環境要素が多国籍企業の構造や内部組織
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間関係に影響する仕方を分析する手段である25）。
　Leksellは、多国籍企業の複合組織論について、次のように述べている。多国籍企業の内部組織間関
係の複合組織論に関する部分は、とりわけ組織の「コンティンジェンシー理論（contingency　theory）」
を意味する26）としている。そして、システム論が現代組織論の大部分の展開の基礎であるとしてい
る。組織の構造、プロセス、そして業績に影響するであろう関連する条件（relevant　conditions）を
見出そうとする研究がなされている。この条件はしばしぼコンテクスト変数あるいはコンテクスト要
素（contextual　variables　or　factors）と呼ぽれるものである27）。
　Leksellは、複合組織の内容として、1）公式組織構造の重要性、2）複合組織における組織構i造とプ
ロセスの決定要因、3）技術の影響、4）規模の影響、5）組織の相互依存の重要性、6）組織の構造、プP
セス、そして有効性への環境の影響、7）不確実性のもとでの調整とコントロールをもって考察してい
る。
　複合組織理論は、コンテクスト要素を独立変数（independent　variables）とし、組織の構造とプロ
セスを従属変数（dependent　variables）とする、組織のコンティンジェンシー理論と考えられる28）。
　i　従属変数としての組織の構造とプロセス
　多国籍企業の複合組織理論の従属変数として組織の構造とプロセスがあげられている。多国籍企業
の本社・子会社間関係は、組織構造の特質とプロセスの2者が考えられる。静態と動態の両方の意味
で、本社・子会社間関係は、全体としての組織の一部分であり、また全体としての組織の組織構造に
も関係している。本社・子会社間関係の調整とコントロールの側面に焦点を合せれば、多国籍企業の
公式組織構造の理解が必要である。組織構造は、調整とコントロールのプロセスの一部であり、それ
自体がそれらに影響するし、またそれらによっても影響される29）。
　伝統的官僚制理論（traditional　bureaucratic　theory）に従えぽ、公式組織構造は、調整やコント
ロールやコミュニケーションのための本源的手段である。それからも、多国籍企業の本社・子会社間
関係は、公式組織構造の考察なしには分析できない30）。
　複合組織は、組織活動を調整し、コントロールするために多数の手段（multiple　means）を用いて
いる。複合組織における調整とコントロールの官僚制手段は、非人格的で、比較的に安定的かつルーテ
ィン的であるという意味で公式的であるけれども、複合組織は組織活動の調整とコントP一ルのため
に、ますます非公式的なかつ実体を伴わない手段を用いるようになっている。組織の複合性の増大は、
調整とコントロールを一層困難にして、公式組織構造とは異った、一層精巧な調整機構を要求する31）。
　それゆえに、多国籍企業の本社・子会社間関係の本質を理解するためには、公式組織構造の背後に
ある諸力を分析しなけれぽならない。
ii独立変数としてのコンテクスト要素
　a技術（technology）
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　実証的研究（empirical　research）は技術の種類が組織構造やプロセスに影響を与えることを示し
ている。1965年のWoodwardの研究は、公式組織構造だけでなく、組織のプロセスも技術の種類に
よって影響されることを示した。さらに、1973年の研究では、単品生産（single－unit）、大量生産
（mass－production）、あるいは工程生産（process　manufacturing）のいずれかの企業のあいだの主
要な差異は、各々のコントP一ル・システムの設計に見され出ると主張した32）。
　その他の若干の研究老は、組織構造の決定要因として技術の重要性を主張している33）。
　しかしながら、研究者によって使用される定義や測定の差異があるので、技術と組織の構造やプロ
セスの関係は必ずしも決定的とはいえない。また、研究対象となる組織が、多国籍企業と全く類似し
ていないか、あるいは規模において相対的に小規模であるという問題もある。この意味で、大部分の
研究が生産職能のコントロールに本来関係したものであるために、組織が大規模である場合、作業技
術（operations　technology）は、大規模な管理組織や階層組織には関係が少ない34）ともいえよう。
　それにもかかわらず、オープン・システム観が適用され、技術が組織の環境の部分として定義され
れぽ、一層の展開が得られるだろう。技術の定義が拡大され、多国籍企業によって使用される主要な
技術の安定性や複合性に焦点があてられれぽ、技術と組織の構造やプロセスとの関係の研究は、多国
籍企業の組織間関係の研究にも有効であるだろう35）。
　多国籍企業によって使用される中核技術は、高度に複合的（highly　complex）であるかもしれな
い。この場合、技術の組織間への拡散をコントロールする子会社単位間の依存が増大するだろう。拡
散プロセスは、結果としてコントロールの手段として使用されよう。
　中核技術が重要な競争手段（competitive　tool）である場合、子会社の技術の使用をコントロール
する必要が増大するであろう。中核技術が多角化すればするほど、技術の使用をコントロールするこ
とは、ますます困難になるだろう。結果として、一層精巧なコントロール手段が使用されることにな
る。
　多国籍企業によって使用される中核技術が、不安定（unstable）の場合、企業の直面する環境の不
確実性の程度は一層大きくなるだろう。技術は、多面的概念（multidemensional　concept）であり、
多国籍企業の組織構造や内部諸関係に対して何等かの単一の仕方で関係するものではないと理解され
ているa6）。
　　b規模（size）
　組織の規模は、組織の複合性（complexity）と公式化（formalization）の程度に正の相関を持っ
ている。複合性は、階層水準の数や水平的分化の程度によって定義される。Pugh，　et．　al，によれば、
規模は組織構造の主要な決定要因である。規模は、従業員数や純資産の大きさなどによって定義され
よう37）。
　規模が組織構造の主要な決定要因ならぽ、大規模な多国籍企業は、海外子会社を調整、コントロー
ルするために、ますます公式化し、標準化した処理手段を用いるだろう。
　しかしながら、この仮説を支持する明確な検証があるわけではない。Hall，　et．　al．によれぽ、「組
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織の公式化の増大は、個人の自由裁量を制限することによって、組織の成員の行動をコントP一ルす
る手段である。また、複合性や階層分化の一側面は、少なくとも、多数の組織水準が部下に密接した
監督を維持する手段として用いられるところの、社会コントロール（social　control）に関係してい
る。それは、大規模組織が非人格的な、公式化されたコントロール機構に必ずしも依存していないと
いう事実によっても一層明確である。……組織は、他のコントロール機構が存在すれば、公式化にむ
かう必要はない38）。」
　それゆえに、多国籍企業の規模だけが、コントロール・システムの組織構造や職能、また調整やコ
ントロールの異ったプロセスを説明するに有効であるとは期待できない。幾つかの相互に関係したシ
ステム設計の諸特質は、本社・子会社間関係を管理するために多国籍企業によって使用される様々な
機構に、規模が与える影響を媒介していると考えられる39）。
　組織の規模は予測的あるいは説明的価値をほとんど持たないかもしれないけれども、それは海外子
会社の調整やコントロールに関連した要求や問題に指標を与える。売上高、資産、従業員、または何
かの尺度による規模を比較すると、比較的大規模な多国籍企業は、比較的小規模な多国籍企業よりも
一層複合的な調整やコントロールの要請に直面しているといえる。規模の相対的影響は、それが一定
の臨界水準（critical　level）を過ぎると、減少するようである40）。
　　c　組織の相互依存（organizational　interdependence）
　組織内の相互依存の程度は、調整とコントロールの要請と形態に影響する。Thompsonは相互依存
を組織単位間における作業、原材料、対象物の流れによって定義して、内部相互依存の形態を3分類し
ている41）。それは、主要な単位が独立していて、実質的に他の単位と連絡していない、最も単純な形態
である共同的相互依存（pooled　interdependence）、ある主要な単位の産出が他の単位の投入になっ
ている継続的相互依存（sequential　interdependence）、そして各単位の産出が他の単位の投入にな
っていて、それぞれの単位が他の単位に依存している互恵的相互依存（reciprocal　interdependence）
の3形態である。相互依存の3形態は、上から順に調整が困難になり、その費用がかかる。
　各々の相互依存の形態は、調整のための適切な手段を持っている。第1は、規則やルーティンの設
定を含む、標準化を通じた調整（coordination　through　standardization）である。第2は、相互依
存単位の計画を含む、計画による調整（coordination　by　plan）である。第3は、インフォメーショ
ンの伝達と行動プロセスのフィードバックを含む、相互調節による調整（coordination　by　mutual
adjustment）である。
　同様に、Van　de　Ven，　et．　al．は、調整の形態を非人格的形態（unpersonal　mode）、人格的形態
（personal　mode）、そして集団形態（group　mode）に分類した。非人格的形態は、　Thompsonにお
ける標準化を通じた調整に、後者の2形態は、計画による調整と相互調節による調整の2者に対応す
る。Van　de　Ven，　et．　a1．は、相互依存の一層の複合的形態が、非人格的調整の幾分かの増加を導く
が、人格的並びに集団調整機構の穏かなあるいは著しい増加に導くと仮定した。その結果、相互依存
の増加が階層の役割を幾分減少させ、計画の使用を著しく減少させたことを除けぽ、3形態の全ての
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調整機構をますます活用するようになることを見出した42）。
　Lorsch　and　Allenは、複数事業部制企業（multidivisional　firm）における内部組織間関係に相互
依存と多角化が与える影響を研究した43）。それは、6社の複数事業部制企業の横断的比較研究（cross－
sectional　study）による、本社・事業部間関係（corporate－divisional　relationships）の研究であ
る。6社の内訳は、2社がコングロマリットで、4社が垂直統合的な製紙会社である。
　第1に、垂直的統合企業は、本社・事業部間関係と事業部相互間関係の管理のために、比較的複合
的組織調節を行なっている。これに対して、コングロマリットでは、事業部間関係は特定の経営者に
よるか、あるいは管理階層によって特定の基準にもとついて管理されている。
　第2に、本社・事業部の統合努力は、垂直的統合企業よりもコングロマリットの方が少ない。
　さらに、本社・事業部間の意思決定プロセスの比較から、コングロマリットが垂直的統合企業より
も事業部からの要求に対して迅速に応答する傾向を持っている。
　相互依存が組織の構造やプロセスに与える影響の研究に関する、その他の研究で特記すべきこと
は、外部相互依存（external　interdependence）、すなわち組織の環境への依存である。
　Aiken　and　Hageは、高度の相互依存が委員会の設置数や委員会の会議の回数によって測られた、
内部コミュニケーションの程度と正の相関をしていると指摘している44）。
　かくして、Leksellは、相互依存の度合が本社・子会社間関係の管理に、重要な影響をもっている
と結論している。Thompson，　Aiken　and　Hage、そしてLorsch　and　Allenによってなされたよ
うな、相互依存の単一の定義は、確定的なものではない。相互依存は多数の形態を取りうるので、そ
れらを詳述し、多国籍企業の組織の構造やプロセスへの相互依存の影響を評価することが重要である
と主張している45）。
　　d　環　境
　組織の構造やプロセスは、特定の内部決定要素を観察するだけでは分析・理解できない。組織の活
動する環境が考察されなけれぽならない。組織のコンティンジェンシー理論によれば、環境条件は組
織職能に重要な影響を与える46）。
　Lawrence　and　Lorschは、異った環境条件にあるという基準で選択した3産業の10社について、
部門横断的比較分析を行った。それは、企業の外部環境（external　environment）の相違が企業の内
部環境（internal　environment）にどのように影響するかという分析である。Lawrence　and　Lorsch
によれば、組織の環境が多角化し、不確定になれぽなるほど、マーケティング、生産、そして研究開
発という職能サブシステムのあいだの分化（differentiation）の要請はますます大きくなる。さら
に、分化がすすめぽすすむほど、統合（integration）の遂行の要請がますます大きくなると同時に、
統合の遂行の困難もますます大きくなる4？）。
　「組織が分化すればするほど、統合の遂行はますます困難になる。この問題を解決するために、有
効性を持つ組織は、環境の多角化に応ずる統合手段を持つ。環境が多角化すれぽするほどに、組織は
ますます分化し、かつまた統合手段はますます精巧になる48）。」
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　Lawrence　and　Lorschの組織設計の新しい展開は、組織が企業の直面する特定の環境条件に依存
するので、組織化の最上の方法は存在しないということである。
　それゆえに、多国籍企業は地理的拡大に従って異った環境条件に直面しているのだから、多国籍企
業は、海外子会社の調整・コントロールするために精巧な統合手段を持つべきだろう49）。
　さらに、Likertは、多様でかつ変化する環境によって影…響される組織プロセスの特質を考察して
いる50）。
　このような研究に対する批判として、若干の問題があげられる51）。
　Hallは、環境の種類と組織構造のあいだに、何の因果関係も存在していないと指摘している。コ
ンテaンジェンシー理論の主要な問題点は、環境の定義と測定である。組織をオープン・システムと
見るならぽ、環境は視野において定義不能であり、無限定である。
　Leksellは、　Duncanが外部環境を消費者、競争者、社会・政治、そして技術の構成要素に分解し
た研究から次のような指摘をしている52）。多国籍企業における製品と地理の多角化の程度は、直面し
ている環境の複合性や不確実性に帰因すると期待されうる。けれども、環境の変化の状態が不確実性
に一層大きく帰因しているとき、多角化だけでは完全な描写はできない。それは、多国籍企業が高度
に動態的な環境で活動している場合、単一製品の企業は、多角的製品の企業よりも一層高度の不確実
性に直面しているかもしれないからである。
　複合組織の環境は、単一の側面のカテゴリーによって、容易には定義できない。環境の測定の問題
も、適切なる測定手段を欠いているために、同様に困難な問題である。課業環境（task　environment）
や関連する環境（relevant　environment）に関する問題などがあるとしても、関連する課業環境
（relevant　task　environment）を分析したり、環境の不確実性（environ皿ent　uncertainty）の程
度を主観的に評価することは、しぼしぼ適切であるだろう53）。
　　e　不確実性（uncertainty）
　異質なかつ不安定な環境（heterogeneous　and　unstable　environments）　tlこよって創出された、環
境の不確実性（environment　uncertainty）に直面する、有効性を持つ組織は、一層柔軟で適合的な
組織構造を適用する。そうした組織は、階層的コントロール、規則や処理手順にほとんど依存しない。
そのかわり、それらの組織は一層分権化し、ますます公式化や標準化から離れていく。Thompson
によれぽ、環境の不確実性は内部組織の権力の分配に影響を与える54）。
　Galbraithは、課業の不確実性（task　uncertainty）を、課業を遂行するために必要とされる情報
量と組織によってすでに所有されている情報量とのあいだの差異として定義している。また、Van
de　Venは、課業の不確実性を組織単位によって企画された作業の困難度と可変性として定義してい
る55）。
　Galbraithによれぽ、不確実性の増大は、組織が例外的事例（exceptional　cases）によって過負担
になるときに、伝統的な情報処理やコントロール手段を不適合にする。計画、規則、そして処理手順
は陳腐化し、調節は現場でなされなけれぽならなくなる。そして、「不確実性が増大するとき、例外の
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件数は、階層に過負担になるまで増加する。そのとき、組織は新しい組織設計戦略（design　strategy）
を使用しなければならない56）。」
　そこで、Galbraithは、2老の主要な組織設計戦略を述べる。第1は、不活発な資源や自己充足の
課業の創出によって、情報処理（information　processing）の要求を減少させることであり、第2
は、垂直的情報システムによって、情報を処理する能力を増加させることである。組織設計に関する
情報処理概念の意義は、組織の有効性が情報処理要求と組織の情報処理能力との適合の度合に関係し
ていることである。
　相互依存と課業の不確実性のために、高度の情報処理要求を持った組織は、単位間の不確実性をよ
りよく処理するように、一層複合的な調整とコントロールの機構を用いる傾向がある。組織のコンテ
ィンジェンシー理論に従えば、有効性を得ようとする企業は、組織設計と課業の多角化や不確実性に
応じて負荷される要請との適合を遂行しなけれぽならない57）。
　コンティンジェンシー理論の拡大解釈は、論理的にはオープン・システム論から演繹される。かく
て、不確実性は部分的に製品と地理の多角化の関数であるので、一般的に多国籍企業は海外子会社の
調整とコントロールをするために精巧でかつ複合的な機構に依存するであろうと仮定できよう。ま
た、本社・子会社間関係の管理形態は、決定論的ではない。それは、選択の関数であり、異ったコン
トロール・システム、特定の環境条件そして組織に影響する諸要請とのあいだの相互関係であるとい
えよう58）。
　上述のことから、多国籍企業への潜在的な外部環境の影響は、原理的には無制限である。組織論者
は、組織を制約し、影響するであろう特定の環境要素について詳述したり、操作したりほとんどしな
いので、特定の直接的な環境の影響については、まだ十分に知られていない。それゆえに、本社・子
会社間関係に最も関連すると思われる変数の性質を識別し、概念化し、さらに叙述しようとすること
が、ここでは最も有益であると考えられる59）。
4．　おわりに
　本稿は、Laurent　Leksellの『多国籍企業の本社・子会社の諸関係』という著書に基づく、多国
籍企業の内部組織60）、すなわち多国籍企業の本社・子会社間関係という多国籍企業の内部組織間関係
の理論を研究対象とした。Leksellの本社・子会社間関係という多国籍企業の内部組織間関係の分析
枠組みは、複合組織論、経営戦略の研究、そして組織コントロールの理論の3支柱によって構成され
ているけれども、ここでは静態的視角としての本社・子会社間関係のコンテクスト要素に関する、多
国籍企業の複合組織論61）だけを対象とした。
　Leksellは、多国籍企業の本社・子会社間関係によって、本社による海外子会社の調整とコントロ
ールと定義している62）。それゆえに、静態的視角としての本社・子会社間関係のコンテクスト要素に
関する多国籍企業の複合組織論は、多国籍企業の本社による海外子会社の調整とコントロールに関す
る理論といえよう。
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　Leksellの多国籍企業の複合組織論の基礎は、システム論、とりわけオープン・システム論に依拠
しているので、Leksel1の多国籍企業組織論は、近代組織論の発展の基礎と同一の源泉を有するとい
える63）。それは、Leksellの多国籍企業の内部組織間関係に関する組織論が、近代組織論の諸学説の
検討、評価に基づいていることからも裏付けられる。近代組織論の諸学説の検討・評価という意味
で、Leksellの多国籍企業に関する組織論は、近代組織論の学説研究を基礎としているといえる。ま
た、他面において、マネジメント・ジャングルを考察すれぽ64）、オープン・システム論による統合理
論の構築を試みる努力は、近代組織論の諸学説の研究という意味で、少なくとも折衷的65）ともいえよ
う。
　Leksellは、オープン・システム論を基礎に、多国籍企業の複合組織論を展開する。これは、多国
籍企業の内部組織間関係の3支柱の1本である。Lekse11の複合組織論は、組織の構造とプロセスを
従属変数とし、コンテクスト要素を独立変数とした、組織のコンティンジェンシー理論である。すな
わち、本論の対象であるLeksellの多国籍企業の内部組織間関係論は、内部組織間関係に関するコ
ンティンジェンシー理論と規定づけられよう66）。
　本論で対象としたLeksellの内部組織間関係論には、若干の不明確な問題点もある。第1に、複
合組織の概念が必ずしも明確ではない67）。複合組織論イコール組織のコンティンジェンシー理論とは
必ずしも理解できないのではないか。第2に、コンテクスト要素の概念68）についても明示的に述べら
れていない。この2点は、Leksellが多国籍企業の組織のコンティンジェンシー・モデルを明示して
いれぽ69）、明解であったろう。
　以上から、Leksellの多国籍企業の内部組織間関係に関する複合組織論は、組織の構造とプロセス
を従属変数とし、技術、規模、組織の相互依存、環境、不確実性という内容を持つコンテクスト要素
を独立変数とする、組織のコンティンジェンシー理論であり、また多国籍企業の内部組織間関係を構
成する3支柱の1本であるという性格を持ち、さらにその3支柱を構成し、多国籍企業の本社・子会
社間の調整とコントロールという内容である、組織コントロールの理論に統合されるという側面を持
った理論であるといえよう70）。
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